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５．金融商品取引法 

（虚偽記載等による訂正届出書の提出命令及び効力の停止命令） 
第十条 内閣総理大臣は、有価証券届出書のうちに重要な事項について虚偽の記載があり、又は記載すべき重要な

事項若しくは誤解を生じさせないために必要な重要な事実の記載が欠けていることを発見したときは、いつで

も、届出者に対し、訂正届出書の提出を命じ、必要があると認めるときは、第四条第一項から第三項までの規

定による届出の効力の停止を命ずることができる。この場合においては、行政手続法第十三条第一項の規定に

よる意見陳述のための手続の区分にかかわらず、聴聞を行わなければならない。 
２ 第五条第六項から第八項までの規定は、届出書提出外国会社が前項の規定により外国会社届出書の訂正届出書

を提出する場合について準用する。 
３ 前条第三項及び第四項の規定は、第四条第一項から第三項までの規定による届出がその効力を生ずることとな

る日前に第一項の規定による訂正届出書の提出命令があつた場合について準用する。 
４ 第一項の規定による停止命令があつた場合において、同項の規定による訂正届出書が提出され、かつ、内閣総

理大臣がこれを適当と認めたときは、内閣総理大臣は、同項の規定による停止命令を解除するものとする。 

（虚偽記載のある届出書の提出会社の役員等の賠償責任） 
第二十一条 有価証券届出書のうちに重要な事項について虚偽の記載があり、又は記載すべき重要な事項若しくは

誤解を生じさせないために必要な重要な事実の記載が欠けているときは、次に掲げる者は、当該有価証券を募

集又は売出しに応じて取得した者に対し、記載が虚偽であり又は欠けていることにより生じた損害を賠償する

責めに任ずる。ただし、当該有価証券を取得した者がその取得の申込みの際記載が虚偽であり、又は欠けてい

ることを知っていたときは、この限りでない。 
一 当該有価証券届出書を提出した会社のその提出の時における役員（取締役、会計参与、監査役若しくは執行役

又はこれらに準ずる者をいう。第百六十三条から第百六十七条までを除き、以下同じ。）又は当該会社の発起

人（その提出が会社の成立前にされたときに限る。） 
二 当該売出しに係る有価証券の所有者（その者が当該有価証券を所有している者からその売出しをすることを内

容とする契約によりこれを取得した場合には、当該契約の相手方） 
三 当該有価証券届出書に係る第百九十三条の二第一項に規定する監査証明において、当該監査証明に係る書類に

ついて記載が虚偽であり又は欠けているものを虚偽でなく又は欠けていないものとして証明した公認会計士

又は監査法人 
四 当該募集に係る有価証券の発行者又は第二号に掲げる者のいずれかと元引受契約を締結した金融商品取引業

者又は登録金融機関 
２ 前項の場合において、次の各号に掲げる者は、当該各号に掲げる事項を証明したときは、同項に規定する賠償

の責めに任じない。 
一 前項第一号又は第二号に掲げる者 記載が虚偽であり又は欠けていることを知らず、かつ、相当な注意を用い

たにもかかわらず知ることができなかったこと。 
二 前項第三号に掲げる者 同号の証明をしたことについて故意又は過失がなかったこと。 
三 前項第四号に掲げる者 記載が虚偽であり又は欠けていることを知らず、かつ、第百九十三条の二第一項に規

定する財務計算に関する書類に係る部分以外の部分については、相当な注意を用いたにもかかわらず知ること

ができなかったこと。 
３ 第一項第一号及び第二号並びに前項第一号の規定は、第十三条第一項の目論見書のうちに重要な事項について

虚偽の記載があり、又は記載すべき重要な事項若しくは誤解を生じさせないために必要な重要な事実の記載が

欠けている場合について準用する。この場合において、第一項中「募集又は売出しに応じて」とあるのは「募

集又は売出しに応じ当該目論見書の交付を受けて」と、「当該有価証券届出書を提出した会社」とあるのは「当

該目論見書を作成した会社」と、「その提出」とあるのは「その作成」と読み替えるものとする。 
４ 第一項第四号において「元引受契約」とは、有価証券の募集又は売出しに際して締結する次の各号のいずれか

の契約をいう。 
一 当該有価証券を取得させることを目的として当該有価証券の全部又は一部を発行者又は所有者（金融商品取引

業者及び登録金融機関を除く。次号及び第三号において同じ。）から取得することを内容とする契約 
二 当該有価証券の全部又は一部につき他にこれを取得する者がない場合にその残部を発行者又は所有者から取

得することを内容とする契約 
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三 当該有価証券が新株予約権証券（これに準ずるものとして内閣府令で定める有価証券を含む。以下この号にお

いて同じ。）である場合において、当該新株予約権証券を取得した者が当該新株予約権証券の全部又は一部に

つき新株予約権（これに準ずるものとして内閣府令で定める権利を含む。以下この号において同じ。）を行使

しないときに当該行使しない新株予約権に係る新株予約権証券を発行者又は所有者から取得して自己又は第

三者が当該新株予約権を行使することを内容とする契約 

（虚偽記載等のある書類の提出者の賠償責任） 
第二十一条の二 第二十五条第一項各号（第五号及び第九号を除く。）に掲げる書類（以下この条において「書類」

という。）のうちに、重要な事項について虚偽の記載があり、又は記載すべき重要な事項若しくは誤解を生じ

させないために必要な重要な事実の記載が欠けているときは、当該書類の提出者は、当該書類が同項の規定に

より公衆の縦覧に供されている間に当該書類（同項第十二号に掲げる書類を除く。）の提出者又は当該書類（同

号に掲げる書類に限る。）の提出者を親会社等（第二十四条の七第一項に規定する親会社等をいう。）とする者

が発行者である有価証券を募集若しくは売出しによらないで取得した者又は処分した者に対し、第十九条第一

項の規定の例により算出した額を超えない限度において、記載が虚偽であり、又は欠けていること（以下この

条において「虚偽記載等」という。）により生じた損害を賠償する責めに任ずる。ただし、当該有価証券を取

得した者又は処分した者がその取得又は処分の際虚偽記載等を知っていたときは、この限りでない。 
２ 前項の場合において、賠償の責めに任ずべき者は、当該書類の虚偽記載等について故意又は過失がなかつたこ

とを証明したときは、同項に規定する賠償の責めに任じない。 
３ 第一項本文の場合において、当該書類の虚偽記載等の事実の公表がされたときは、当該虚偽記載等の事実の公

表がされた日（以下この項において「公表日」という。）前一年以内に当該有価証券を取得し、当該公表日に

おいて引き続き当該有価証券を所有する者は、当該公表日前一月間の当該有価証券の市場価額（市場価額がな

いときは、処分推定価額。以下この項において同じ。）の平均額から当該公表日後一月間の当該有価証券の市

場価額の平均額を控除した額を、当該書類の虚偽記載等により生じた損害の額とすることができる。 
４ 前項の「虚偽記載等の事実の公表」とは、当該書類の提出者又は当該提出者の業務若しくは財産に関し法令に

基づく権限を有する者により、当該書類の虚偽記載等に係る記載すべき重要な事項又は誤解を生じさせないた

めに必要な重要な事実について、第二十五条第一項の規定による公衆の縦覧その他の手段により、多数の者の

知り得る状態に置く措置がとられたことをいう。 
５ 第三項の場合において、その賠償の責めに任ずべき者は、その請求権者が受けた損害の額の全部又は一部が、

当該書類の虚偽記載等によって生ずべき当該有価証券の値下り以外の事情により生じたことを証明したとき

は、その全部又は一部については、賠償の責めに任じない。 
６ 前項の場合を除くほか、第三項の場合において、その請求権者が受けた損害の全部又は一部が、当該書類の虚

偽記載等によって生ずべき当該有価証券の値下り以外の事情により生じたことが認められ、かつ、当該事情に

より生じた損害の性質上その額を証明することが極めて困難であるときは、裁判所は、口頭弁論の全趣旨及び

証拠調べの結果に基づき、賠償の責めに任じない損害の額として相当な額の認定をすることができる。 

（虚偽記載等のある届出書の提出会社の役員等の賠償責任） 
第二十二条 有価証券届出書のうちに重要な事項について虚偽の記載があり、又は記載すべき重要な事項若しくは

誤解を生じさせないために必要な重要な事実の記載が欠けているときは、第二十一条第一項第一号及び第三号

に掲げる者は、当該記載が虚偽であり、又は欠けていることを知らないで、当該有価証券届出書の届出者が発

行者である有価証券を募集若しくは売出しによらないで取得した者又は処分した者に対し、記載が虚偽であり、

又は欠けていることにより生じた損害を賠償する責めに任ずる。 
２ 第二十一条第二項第一号及び第二号の規定は、前項に規定する賠償の責めに任ずべき者について準用する。 

（有価証券報告書の提出） 
第二十四条 有価証券の発行者である会社は、その会社が発行者である有価証券（特定有価証券を除く。次の各号

を除き、以下この条において同じ。）が次に掲げる有価証券のいずれかに該当する場合には、内閣府令で定め

るところにより、事業年度ごとに、当該会社の商号、当該会社の属する企業集団及び当該会社の経理の状況そ

の他事業の内容に関する重要な事項その他の公益又は投資者保護のため必要かつ適当なものとして内閣府令

で定める事項を記載した報告書（以下「有価証券報告書」という。）を、内国会社にあっては当該事業年度経

過後三月以内（やむを得ない理由により当該期間内に提出できないと認められる場合には、内閣府令で定める

ところにより、あらかじめ内閣総理大臣の承認を受けた期間内）、外国会社にあっては公益又は投資者保護の

ため必要かつ適当なものとして政令で定める期間内に、内閣総理大臣に提出しなければならない。ただし、当
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該有価証券が第三号に掲げる有価証券（株券その他の政令で定める有価証券に限る。）に該当する場合におい

てその発行者である会社（報告書提出開始年度（当該有価証券の募集又は売出しにつき第四条第一項本文、第

二項本文若しくは第三項本文又は第二十三条の八第一項本文若しくは第二項の規定の適用を受けることとな

った日の属する事業年度をいい、当該報告書提出開始年度が複数あるときは、その直近のものをいう。）終了

後五年を経過している場合に該当する会社に限る。）の当該事業年度の末日及び当該事業年度の開始の日前四

年以内に開始した事業年度すべての末日における当該有価証券の所有者の数が政令で定めるところにより計

算した数に満たない場合であって有価証券報告書を提出しなくても公益又は投資者保護に欠けることがない

ものとして内閣府令で定めるところにより内閣総理大臣の承認を受けたとき、当該有価証券が第四号に掲げる

有価証券に該当する場合において、その発行者である会社の資本金の額が当該事業年度の末日において五億円

未満（当該有価証券が第二条第二項の規定により有価証券とみなされる有価証券投資事業権利等である場合に

あっては、当該会社の資産の額として政令で定めるものの額が当該事業年度の末日において政令で定める額未

満）であるとき、及び当該事業年度の末日における当該有価証券の所有者の数が政令で定める数に満たないと

き、並びに当該有価証券が第三号又は第四号に掲げる有価証券に該当する場合において有価証券報告書を提出

しなくても公益又は投資者保護に欠けることがないものとして政令で定めるところにより内閣総理大臣の承

認を受けたときは、この限りでない。 
一 金融商品取引所に上場されている有価証券（特定上場有価証券を除く。） 
二 流通状況が前号に掲げる有価証券に準ずるものとして政令で定める有価証券（流通状況が特定上場有価証券に

準ずるものとして政令で定める有価証券を除く。） 
三 その募集又は売出しにつき第四条第一項本文、第二項本文若しくは第三項本文又は第二十三条の八第一項本文

若しくは第二項の規定の適用を受けた有価証券（前二号に掲げるものを除く。） 
四 当該会社が発行する有価証券（株券、第二条第二項の規定により有価証券とみなされる有価証券投資事業権利

等その他の政令で定める有価証券に限る。）で、当該事業年度又は当該事業年度の開始の日前四年以内に開始

した事業年度のいずれかの末日におけるその所有者の数が政令で定める数以上（当該有価証券が同項の規定に

より有価証券とみなされる有価証券投資事業権利等である場合にあっては、当該事業年度の末日におけるその

所有者の数が政令で定める数以上）であるもの（前三号に掲げるものを除く。） 
２ 前項第三号に掲げる有価証券に該当する有価証券の発行者である会社で、少額募集等につき第五条第二項に規

定する事項を記載した同条第一項に規定する届出書を提出した会社のうち次の各号のいずれにも該当しない

会社は、前項本文の規定により提出しなければならない有価証券報告書に、同項本文に規定する事項のうち当

該会社に係るものとして内閣府令で定めるものを記載することにより、同項本文に規定する事項の記載に代え

ることができる。 
一 既に、前項本文に規定する事項を記載した有価証券報告書又は第二十四条の四の七第一項若しくは第二項の規

定による四半期報告書のうち同条第一項に規定する事項を記載したもの若しくは第二十四条の五第一項に規

定する事項を記載した半期報告書を提出している者 
二 第四条第一項本文、第二項本文又は第三項本文の規定の適用を受けた有価証券の募集又は売出しにつき、第五

条第一項第二号に掲げる事項を記載した同項に規定する届出書を提出した者又は提出しなければならない者

（前号に掲げる者を除く。） 
３ 第一項本文の規定の適用を受けない会社が発行者である有価証券が同項第一号から第三号までに掲げる有価

証券に該当することとなったとき（内閣府令で定める場合を除く。）は、当該会社は、内閣府令で定めるとこ

ろにより、その該当することとなった日の属する事業年度の直前事業年度に係る有価証券報告書を、遅滞なく、

内閣総理大臣に提出しなければならない。 
４ 第一項第四号に規定する所有者の数の算定に関し必要な事項は、内閣府令で定める。 
５ 前各項の規定は、特定有価証券が第一項各号に掲げる有価証券のいずれかに該当する場合について準用する。

この場合において、同項本文中「有価証券の発行者である会社」とあるのは「有価証券の発行者である会社（内

閣府令で定める有価証券については、内閣府令で定める者を除く。）」と、「特定有価証券を除く」とあるのは

「特定有価証券に限る」と、「事業年度ごと」とあるのは「当該特定有価証券につき、内閣府令で定める期間

（以下この条において「特定期間」という。）ごと」と、「当該会社の商号、当該会社の属する企業集団及び当

該会社の経理の状況その他事業」とあるのは「当該会社が行う資産の運用その他これに類似する事業に係る資

産の経理の状況その他資産」と、「当該事業年度」とあるのは「当該特定期間」と、同項ただし書中「当該有

価証券が第三号に掲げる有価証券（株券その他の政令で定める有価証券に限る。）に該当する場合においてそ

の発行者である会社（報告書提出開始年度（当該有価証券の募集又は売出しにつき第四条第一項本文、第二項
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本文若しくは第三項本文又は第二十三条の八第一項本文若しくは第二項の規定の適用を受けることとなった

日の属する事業年度をいい、当該報告書提出開始年度が複数あるときは、その直近のものをいう。）終了後五

年を経過している場合に該当する会社に限る。）の当該事業年度の末日及び当該事業年度の開始の日前四年以

内に開始した事業年度すべての末日における当該有価証券の所有者の数が政令で定めるところにより計算し

た数に満たない場合であって有価証券報告書を提出しなくても公益又は投資者保護に欠けることがないもの

として内閣府令で定めるところにより内閣総理大臣の承認を受けたとき、当該有価証券が第四号」とあるのは

「当該特定有価証券が第四号」と、「及び当該事業年度の末日における当該有価証券の所有者の数が政令で定

める数に満たないとき、並びに」とあるのは「及び」と、同項第四号中「株券、第二条第二項の規定により有

価証券とみなされる有価証券投資事業権利等」とあるのは「第二条第二項の規定により有価証券とみなされる

有価証券投資事業権利等」と、「当該事業年度又は当該事業年度の開始の日前四年以内に開始した事業年度の

いずれかの末日におけるその所有者の数が政令で定める数以上（当該有価証券が同項の規定により有価証券と

みなされる有価証券投資事業権利等である場合にあっては、当該事業年度の末日におけるその所有者の数が政

令で定める数以上）」とあるのは「当該特定期間の末日におけるその所有者の数が政令で定める数以上」と、

第二項中「有価証券の」とあるのは「特定有価証券の」と、第三項中「第一項本文」とあるのは「第五項にお

いて準用する第一項本文」と、「発行者」とあるのは「発行者（内閣府令で定める有価証券については、内閣

府令で定める者を除く。）」と、「有価証券が」とあるのは「特定有価証券が」と、「その該当することとなった

日」とあるのは「当該特定有価証券につき、その該当することとなった日」と、「事業年度」とあるのは「特

定期間」と読み替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 
６ 有価証券報告書には、定款その他の書類で公益又は投資者保護のため必要かつ適当なものとして内閣府令で定

めるものを添付しなければならない。 
７ 第六条の規定は、第一項から第三項まで（これらの規定を第五項において準用する場合を含む。）及び前項の

規定により有価証券報告書及びその添付書類が提出された場合について準用する。 
８ 第一項（第五項において準用する場合を含む。以下この項から第十三項までにおいて同じ。）の規定により有

価証券報告書を提出しなければならない外国会社（第二十三条の三第四項の規定により有価証券報告書を提出

したものを含む。以下「報告書提出外国会社」という。）は、公益又は投資者保護に欠けることがないものと

して内閣府令で定める場合には、第一項の規定による有価証券報告書及び第六項の規定によりこれに添付しな

ければならない書類（以下この条において「有価証券報告書等」という。）に代えて、外国において開示が行

われている有価証券報告書等に類する書類であって英語で記載されているもの（以下この章において「外国会

社報告書」という。）を提出することができる。 
９ 外国会社報告書には、内閣府令で定めるところにより、当該外国会社報告書に記載されている事項のうち公益

又は投資者保護のため必要かつ適当なものとして内閣府令で定めるものの要約の日本語による翻訳文、当該外

国会社報告書に記載されていない事項のうち公益又は投資者保護のため必要かつ適当なものとして内閣府令

で定めるものを記載した書類その他内閣府令で定めるもの（以下この条及び次条第四項において「補足書類」

という。）を添付しなければならない。 
１０ 前二項の規定により報告書提出外国会社が有価証券報告書等に代えて外国会社報告書及びその補足書類を

提出する場合には、第一項中「内国会社にあっては当該事業年度経過後三月以内（やむを得ない理由により当

該期間内に提出できないと認められる場合には、内閣府令で定めるところにより、あらかじめ内閣総理大臣の

承認を受けた期間内）、外国会社にあっては公益又は投資者保護のため必要かつ適当なものとして政令で定め

る期間内」とあるのは「当該事業年度経過後公益又は投資者保護のため必要かつ適当なものとして政令で定め

る期間内」と、第五項中「「当該事業年度」とあるのは「当該特定期間」」とあるのは「「内国会社にあっては

当該事業年度経過後三月以内（やむを得ない理由により当該期間内に提出できないと認められる場合には、内

閣府令で定めるところにより、あらかじめ内閣総理大臣の承認を受けた期間内）、外国会社にあっては公益又

は投資者保護のため必要かつ適当なものとして政令で定める期間内」とあるのは「当該特定期間経過後公益又

は投資者保護のため必要かつ適当なものとして政令で定める期間内」」とする。 
１１ 第八項及び第九項の規定により報告書提出外国会社が外国会社報告書及びその補足書類を提出した場合に

は、当該外国会社報告書及びその補足書類を有価証券報告書とみなし、これらの提出を有価証券報告書等を提

出したものとみなして、金融商品取引法令の規定を適用する。 
１２ 内閣総理大臣は、外国会社報告書を提出した報告書提出外国会社が第八項の規定により外国会社報告書を提

出することができる場合に該当しないと認めるときは、当該報告書提出外国会社に対し、その旨を通知しなけ

ればならない。この場合においては、行政手続法第十三条第一項の規定による意見陳述のための手続の区分に
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かかわらず、聴聞を行わなければならない。 
１３ 前項の規定による通知を受けた報告書提出外国会社は、第一項の規定にかかわらず、同項の規定による有価

証券報告書を、当該通知があつた日を起算日として公益又は投資者保護のため必要かつ適当なものとして政令

で定める期間内に提出しなければならない。 
１４ 第一項（第五項において準用する場合に限る。以下この条において同じ。）の規定により有価証券報告書を

提出しなければならない会社が、内閣府令で定めるところにより、第一項に規定する内閣府令で定める事項の

一部を記載した書面（法令又は金融商品取引所の規則（これに類するものとして内閣府令で定めるものを含む。）

に基づいて作成された書面に限る。以下この項及び次項において「報告書代替書面」という。）を有価証券報

告書と併せて内閣総理大臣に提出する場合において、公益又は投資者保護に欠けることがないものとして内閣

府令で定めるところにより内閣総理大臣の承認を受けた場合における第一項及び第二項の規定の適用につい

ては、第一項中「内閣府令で定める事項」とあるのは「内閣府令で定める事項（第十四項に規定する報告書代

替書面に記載された事項を除く。）」と、第二項中「同項本文に規定する事項」とあるのは「同項本文に規定す

る事項（第十四項に規定する報告書代替書面に記載された事項を除く。）」とする。 
１５ 前項の規定により読み替えて適用する第一項の有価証券報告書と併せて報告書代替書面を提出した場合に

は、当該報告書代替書面を当該有価証券報告書の一部とみなし、当該報告書代替書面を提出したことを当該報

告書代替書面を当該有価証券報告書の一部として提出したものとみなして、金融商品取引法令の規定を適用す

る。 

（会社関係者の禁止行為） 
第百六十六条 次の各号に掲げる者（以下この条において「会社関係者」という。）であつて、上場会社等に係る

業務等に関する重要事実（当該上場会社等の子会社に係る会社関係者（当該上場会社等に係る会社関係者に該

当する者を除く。）については、当該子会社の業務等に関する重要事実であって、次項第五号から第八号まで

に規定するものに限る。以下同じ。）を当該各号に定めるところにより知ったものは、当該業務等に関する重

要事実の公表がされた後でなければ、当該上場会社等の特定有価証券等に係る売買その他の有償の譲渡若しく

は譲受け、合併若しくは分割による承継（合併又は分割により承継させ、又は承継することをいう。）又はデ

リバティブ取引（以下この条、第百六十七条の二第一項、第百七十五条の二第一項及び第百九十七条の二第十

四号において「売買等」という。）をしてはならない。当該上場会社等に係る業務等に関する重要事実を次の

各号に定めるところにより知った会社関係者であって、当該各号に掲げる会社関係者でなくなった後一年以内

のものについても、同様とする。 
一 当該上場会社等（当該上場会社等の親会社及び子会社並びに当該上場会社等が上場投資法人等である場合にお

ける当該上場会社等の資産運用会社及びその特定関係法人を含む。以下この項において同じ。）の役員（会計

参与が法人であるときは、その社員）、代理人、使用人その他の従業者（以下この条及び次条において「役員

等」という。） その者の職務に関し知つたとき。 
二 当該上場会社等の会社法第四百三十三条第一項に定める権利を有する株主若しくは優先出資法に規定する普

通出資者のうちこれに類する権利を有するものとして内閣府令で定める者又は同条第三項に定める権利を有

する社員（これらの株主、普通出資者又は社員が法人（法人でない団体で代表者又は管理人の定めのあるもの

を含む。以下この条及び次条において同じ。）であるときはその役員等を、これらの株主、普通出資者又は社

員が法人以外の者であるときはその代理人又は使用人を含む。） 当該権利の行使に関し知つたとき。 
二の二 当該上場会社等の投資主（投資信託及び投資法人に関する法律第二条第十六項に規定する投資主をいう。

以下この号において同じ。）又は同法第百二十八条の三第二項において準用する会社法第四百三十三条第三項

に定める権利を有する投資主（これらの投資主が法人であるときはその役員等を、これらの投資主が法人以外

の者であるときはその代理人又は使用人を含む。） 投資信託及び投資法人に関する法律第百二十八条の三第

一項に定める権利又は同条第二項において準用する会社法第四百三十三条第三項に定める権利の行使に関し

知つたとき。 
三 当該上場会社等に対する法令に基づく権限を有する者 当該権限の行使に関し知つたとき。 
四 当該上場会社等と契約を締結している者又は締結の交渉をしている者（その者が法人であるときはその役員等

を、その者が法人以外の者であるときはその代理人又は使用人を含む。）であつて、当該上場会社等の役員等

以外のもの 当該契約の締結若しくはその交渉又は履行に関し知つたとき。 
五 第二号、第二号の二又は前号に掲げる者であって法人であるものの役員等（その者が役員等である当該法人の

他の役員等が、それぞれ第二号、第二号の二又は前号に定めるところにより当該上場会社等に係る業務等に関
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する重要事実を知った場合におけるその者に限る。） その者の職務に関し知つたとき。 
２ 前項に規定する業務等に関する重要事実とは、次に掲げる事実（第一号、第二号、第五号、第六号、第九号、

第十号、第十二号及び第十三号に掲げる事実にあっては、投資者の投資判断に及ぼす影響が軽微なものとして

内閣府令で定める基準に該当するものを除く。）をいう。 
一 当該上場会社等（上場投資法人等を除く。以下この号から第八号までにおいて同じ。）の業務執行を決定する

機関が次に掲げる事項を行うことについての決定をしたこと又は当該機関が当該決定（公表がされたものに限

る。）に係る事項を行わないことを決定したこと。 
イ 会社法第百九十九条第一項に規定する株式会社の発行する株式若しくはその処分する自己株式を引き受ける

者（協同組織金融機関が発行する優先出資を引き受ける者を含む。）の募集（処分する自己株式を引き受ける

者の募集をする場合にあっては、これに相当する外国の法令の規定（当該上場会社等が外国会社である場合に

限る。以下この条において同じ。）によるものを含む。）又は同法第二百三十八条第一項に規定する募集新株予

約権を引き受ける者の募集 
ロ 資本金の額の減少 
ハ 資本準備金又は利益準備金の額の減少 
ニ 会社法第百五十六条第一項（同法第百六十三条及び第百六十五条第三項の規定により読み替えて適用する場合

を含む。）の規定又はこれらに相当する外国の法令の規定（当該上場会社等が外国会社である場合に限る。以

下この条において同じ。）による自己の株式の取得 
ホ 株式無償割当て又は新株予約権無償割当て 
ヘ 株式（優先出資法に規定する優先出資を含む。）の分割 
ト 剰余金の配当 
チ 株式交換 
リ 株式移転 
ヌ 合併 
ル 会社の分割 
ヲ 事業の全部又は一部の譲渡又は譲受け 
ワ 解散（合併による解散を除く。） 
カ 新製品又は新技術の企業化 
ヨ 業務上の提携その他のイからカまでに掲げる事項に準ずる事項として政令で定める事項 
二 当該上場会社等に次に掲げる事実が発生したこと。 
イ 災害に起因する損害又は業務遂行の過程で生じた損害 
ロ 主要株主の異動 
ハ 特定有価証券又は特定有価証券に係るオプションの上場の廃止又は登録の取消しの原因となる事実 
ニ イからハまでに掲げる事実に準ずる事実として政令で定める事実 
三 当該上場会社等の売上高、経常利益若しくは純利益（以下この条において「売上高等」という。）若しくは第

一号トに規定する配当又は当該上場会社等の属する企業集団の売上高等について、公表がされた直近の予想値

（当該予想値がない場合は、公表がされた前事業年度の実績値）に比較して当該上場会社等が新たに算出した

予想値又は当事業年度の決算において差異（投資者の投資判断に及ぼす影響が重要なものとして内閣府令で定

める基準に該当するものに限る。）が生じたこと。 
四 前三号に掲げる事実を除き、当該上場会社等の運営、業務又は財産に関する重要な事実であって投資者の投資

判断に著しい影響を及ぼすもの 
五 当該上場会社等の子会社の業務執行を決定する機関が当該子会社について次に掲げる事項を行うことについ

ての決定をしたこと又は当該機関が当該決定（公表がされたものに限る。）に係る事項を行わないことを決定

したこと。 
イ 株式交換 
ロ 株式移転 
ハ 合併 
ニ 会社の分割 
ホ 事業の全部又は一部の譲渡又は譲受け 
ヘ 解散（合併による解散を除く。） 
ト 新製品又は新技術の企業化 
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チ 業務上の提携その他のイからトまでに掲げる事項に準 
六 当該上場会社等の子会社に次に掲げる事実が発生したこと。 
イ 災害に起因する損害又は業務遂行の過程で生じた損害 
ロ イに掲げる事実に準ずる事実として政令で定める事実 
七 当該上場会社等の子会社（第二条第一項第五号、第七号又は第九号に掲げる有価証券で金融商品取引所に上場

されているものの発行者その他の内閣府令で定めるものに限る。）の売上高等について、公表がされた直近の

予想値（当該予想値がない場合は、公表がされた前事業年度の実績値）に比較して当該子会社が新たに算出し

た予想値又は当事業年度の決算において差異（投資者の投資判断に及ぼす影響が重要なものとして内閣府令で

定める基準に該当するものに限る。）が生じたこと。 
八 前三号に掲げる事実を除き、当該上場会社等の子会社の運営、業務又は財産に関する重要な事実であって投資

者の投資判断に著しい影響を及ぼすもの 
九 当該上場会社等（上場投資法人等に限る。次号から第十四号までにおいて同じ。）の業務執行を決定する機関

が次に掲げる事項を行うことについての決定をしたこと又は当該機関が当該決定（公表がされたものに限る。）

に係る事項を行わないことを決定したこと。 
イ 資産の運用に係る委託契約の締結又はその解約 
ロ 投資信託及び投資法人に関する法律第八十二条第一項に規定する投資法人の発行する投資口を引き受ける者

の募集 
ハ 投資信託及び投資法人に関する法律第八十条の二第一項（同法第八十条の五第二項の規定により読み替えて適

用する場合を含む。）の規定による自己の投資口の取得 
ニ 投資信託及び投資法人に関する法律第八十八条の十三に規定する新投資口予約権無償割当て 
ホ 投資口の分割 
ヘ 金銭の分配 
ト 合併 
チ 解散（合併による解散を除く。） 
リ イからチまでに掲げる事項に準ずる事項として政令で定める事項 
十 当該上場会社等に次に掲げる事実が発生したこと。 
イ 災害に起因する損害又は業務遂行の過程で生じた損害 
ロ 特定有価証券又は特定有価証券に係るオプションの上場の廃止又は登録の取消しの原因となる事実 
ハ イ又はロに掲げる事実に準ずる事実として政令で定める事実 
十一 当該上場会社等の営業収益、経常利益若しくは純利益（第四項第二号において「営業収益等」という。）又

は第九号ヘに規定する分配について、公表がされた直近の予想値（当該予想値がない場合は、公表がされた前

営業期間（投資信託及び投資法人に関する法律第百二十九条第二項に規定する営業期間をいう。以下この号に

おいて同じ。）の実績値）に比較して当該上場会社等が新たに算出した予想値又は当営業期間の決算において

差異（投資者の投資判断に及ぼす影響が重要なものとして内閣府令で定める基準に該当するものに限る。）が

生じたこと。 
十二 当該上場会社等の資産運用会社の業務執行を決定する機関が当該資産運用会社について次に掲げる事項を

行うことについての決定をしたこと又は当該機関が当該決定（公表がされたものに限る。）に係る事項を行わ

ないことを決定したこと。 
イ 当該上場会社等から委託を受けて行う資産の運用であって、当該上場会社等による特定資産（投資信託及び投

資法人に関する法律第二条第一項に規定する特定資産をいう。第五項第二号において同じ。）の取得若しくは

譲渡又は貸借が行われることとなるもの 
ロ 当該上場会社等と締結した資産の運用に係る委託契約の解約 
ハ 株式交換 
ニ 株式移転 
ホ 合併 
ヘ 解散（合併による解散を除く。） 
ト イからヘまでに掲げる事項に準ずる事項として政令で定める事項 
十三 当該上場会社等の資産運用会社に次に掲げる事実が発生したこと。 
イ 第五十二条第一項の規定による第二十九条の登録の取消し、同項の規定による当該上場会社等の委託を受けて

行う資産の運用に係る業務の停止の処分その他これらに準ずる行政庁による法令に基づく処分 
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ロ 特定関係法人の異動 
ハ 主要株主の異動 
ニ イからハまでに掲げる事実に準ずる事実として政令で定める事実 
十四 第九号から前号までに掲げる事実を除き、当該上場会社等の運営、業務又は財産に関する重要な事実であっ

て投資者の投資判断に著しい影響を及ぼすもの 
３ 会社関係者（第一項後段に規定する者を含む。以下この項において同じ。）から当該会社関係者が第一項各号

に定めるところにより知った同項に規定する業務等に関する重要事実の伝達を受けた者（同項各号に掲げる者

であって、当該各号に定めるところにより当該業務等に関する重要事実を知ったものを除く。）又は職務上当

該伝達を受けた者が所属する法人の他の役員等であって、その者の職務に関し当該業務等に関する重要事実を

知ったものは、当該業務等に関する重要事実の公表がされた後でなければ、当該上場会社等の特定有価証券等

に係る売買等をしてはならない。 
４ 第一項、第二項第一号、第三号、第五号、第七号、第九号、第十一号及び第十二号並びに前項の公表がされた

とは、次の各号に掲げる事項について、それぞれ当該各号に定める者により多数の者の知り得る状態に置く措

置として政令で定める措置がとられたこと又は当該各号に定める者が提出した第二十五条第一項（第二十七条

において準用する場合を含む。）に規定する書類（同項第十一号に掲げる書類を除く。）にこれらの事項が記載

されている場合において、当該書類が同項の規定により公衆の縦覧に供されたことをいう。 
一 上場会社等に係る第一項に規定する業務等に関する重要事実であって第二項第一号から第八号までに規定す

るもの、上場会社等（上場投資法人等を除く。以下この号において同じ。）の業務執行を決定する機関の決定、

上場会社等の売上高等若しくは同項第一号トに規定する配当、上場会社等の属する企業集団の売上高等、上場

会社等の子会社の業務執行を決定する機関の決定又は上場会社等の子会社の売上高等 当該上場会社等又は

当該上場会社等の子会社（子会社については、当該子会社の第一項に規定する業務等に関する重要事実、当該

子会社の業務執行を決定する機関の決定又は当該子会社の売上高等に限る。） 
二 上場投資法人等に係る第一項に規定する業務等に関する重要事実であって第二項第九号若しくは第十一号に

規定するもの、上場投資法人等の業務執行を決定する機関の決定又は上場投資法人等の営業収益等若しくは同

項第九号ヘに規定する分配 当該上場投資法人等 
三 上場投資法人等に係る第一項に規定する業務等に関する重要事実であって第二項第十二号に規定するもの又

は上場投資法人等の資産運用会社の業務執行を決定する機関の決定 当該上場投資法人等の資産運用会社 
四 上場投資法人等に係る第一項に規定する業務等に関する重要事実であって第二項第十号、第十三号又は第十四

号に規定するもの 当該上場投資法人等又は当該上場投資法人等の資産運用会社 
５ 第一項及び次条において「親会社」とは、他の会社（協同組織金融機関を含む。以下この項において同じ。）

を支配する会社として政令で定めるものをいい、この条において「子会社」とは、他の会社が提出した第五条

第一項の規定による届出書、第二十四条第一項の規定による有価証券報告書、第二十四条の四の七第一項若し

くは第二項の規定による四半期報告書若しくは第二十四条の五第一項の規定による半期報告書で第二十五条

第一項の規定により公衆の縦覧に供されたもの、第二十七条の三十一第二項の規定により公表した特定証券情

報又は第二十七条の三十二第一項若しくは第二項の規定により公表した発行者情報のうち、直近のものにおい

て、当該他の会社の属する企業集団に属する会社として記載され、又は記録されたものをいい、第一項及び第

二項において「特定関係法人」とは、次の各号のいずれかに該当する者をいう。 
一 上場投資法人等の資産運用会社を支配する会社として政令で定めるもの 
二 上場投資法人等の資産運用会社の利害関係人等（投資信託及び投資法人に関する法律第二百一条第一項に規定

する利害関係人等をいう。）のうち、当該資産運用会社が当該上場投資法人等の委託を受けて行う運用の対象

となる特定資産の価値に重大な影響を及ぼす取引を行い、又は行った法人として政令で定めるもの 
６ 第一項及び第三項の規定は、次に掲げる場合には、適用しない。 
一 会社法第二百二条第一項第一号に規定する権利（優先出資法に規定する優先出資の割当てを受ける権利を含

む。）を有する者が当該権利を行使することにより株券（優先出資法に規定する優先出資証券を含む。）を取得

する場合 
二 新株予約権等（新株予約権又は投資信託及び投資法人に関する法律第二条第十七項に規定する新投資口予約権

をいう。）を有する者が当該新株予約権等を行使することにより株券又は第二条第一項第十一号に規定する投

資証券を取得する場合 
二の二 特定有価証券等に係るオプションを取得している者が当該オプションを行使することにより特定有価証

券等に係る売買等をする場合 
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三 会社法第百十六条第一項、第百八十二条の四第一項、第四百六十九条第一項、第七百八十五条第一項、第七百

九十七条第一項若しくは第八百六条第一項の規定による株式の買取りの請求若しくは投資信託及び投資法人

に関する法律第百四十一条第一項、第百四十九条の三第一項、第百四十九条の八第一項若しくは第百四十九条

の十三第一項の規定による投資口の買取りの請求又は法令上の義務に基づき売買等をする場合 
四 当該上場会社等の株券等（第二十七条の二第一項に規定する株券等をいう。）に係る同項に規定する公開買付

け（同項本文の規定の適用を受ける場合に限る。）又はこれに準ずる行為として政令で定めるものに対抗する

ため当該上場会社等の取締役会（これに相当するものとして政令で定める機関を含む。次条第五項第五号にお

いて同じ。）が決定した要請（監査等委員会設置会社にあっては会社法第三百九十九条の十三第五項の規定に

よる取締役会の決議による委任又は同条第六項の規定による定款の定めに基づく取締役会の決議による委任

に基づいて取締役の決定した要請を含み、指名委員会等設置会社にあっては同法第四百十六条第四項の規定に

よる取締役会の決議による委任に基づいて執行役の決定した要請を含む。）に基づいて、当該上場会社等の特

定有価証券等又は特定有価証券等の売買に係るオプション（当該オプションの行使により当該行使をした者が

当該オプションに係る特定有価証券等の売買において買主としての地位を取得するものに限る。）の買付け（オ

プションにあっては、取得をいう。次号において同じ。）その他の有償の譲受けをする場合 
四の二 会社法第百五十六条第一項（同法第百六十三条及び第百六十五条第三項の規定により読み替えて適用する

場合を含む。以下この号において同じ。）の規定若しくは投資信託及び投資法人に関する法律第八十条の二第

一項（同法第八十条の五第二項の規定により読み替えて適用する場合を含む。以下この号において同じ。）の

規定又はこれらに相当する外国の法令の規定による自己の株式等（株式又は投資口をいう。以下この号におい

て同じ。）の取得についての当該上場会社等の会社法第百五十六条第一項の規定による株主総会若しくは取締

役会の決議（監査等委員会設置会社にあっては同法第三百九十九条の十三第五項の規定による取締役会の決議

による委任又は同条第六項の規定による定款の定めに基づく取締役会の決議による委任に基づく取締役の決

定を含み、指名委員会等設置会社にあっては同法第四百十六条第四項の規定による取締役会の決議による委任

に基づく執行役の決定を含む。）（同法第百五十六条第一項各号に掲げる事項に係るものに限る。）若しくは投

資信託及び投資法人に関する法律第八十条の二第三項の規定による役員会の決議（同条第一項各号に掲げる事

項に係るものに限る。）又はこれらに相当する外国の法令の規定に基づいて行う決議等（以下この号において

「株主総会決議等」という。）について第一項に規定する公表（当該株主総会決議等の内容が当該上場会社等

の業務執行を決定する機関の決定と同一の内容であり、かつ、当該株主総会決議等の前に当該決定について同

項に規定する公表がされている場合の当該公表を含む。）がされた後、当該株主総会決議等に基づいて当該自

己の株式等に係る株券若しくは株券に係る権利を表示する第二条第一項第二十号に掲げる有価証券その他の

政令で定める有価証券（以下この号において「株券等」という。）又は株券等の売買に係るオプション（当該

オプションの行使により当該行使をした者が当該オプションに係る株券等の売買において買主としての地位

を取得するものに限る。以下この号において同じ。）の買付けをする場合（当該自己の株式等の取得について

の当該上場会社等の業務執行を決定する機関の決定以外の第一項に規定する業務等に関する重要事実につい

て、同項に規定する公表がされていない場合（当該自己の株式等の取得以外の会社法第百五十六条第一項の規

定若しくは投資信託及び投資法人に関する法律第八十条の二第一項の規定又はこれらに相当する外国の法令

の規定による自己の株式等の取得について、この号の規定に基づいて当該自己の株式等に係る株券等又は株券

等の売買に係るオプションの買付けをする場合を除く。）を除く。） 
五 第百五十九条第三項の政令で定めるところにより売買等をする場合 
六 社債券（新株予約権付社債券を除く。）、第二条第一項第十一号に規定する投資法人債券その他の政令で定める

有価証券に係る売買等をする場合（内閣府令で定める場合を除く。） 
七 第一項に規定する業務等に関する重要事実を知った者が当該業務等に関する重要事実を知っている者との間

において、売買等を取引所金融商品市場又は店頭売買有価証券市場によらないでする場合（当該売買等をする

者の双方において、当該売買等に係る特定有価証券等について、更に同項又は第三項の規定に違反して売買等

が行われることとなることを知っている場合を除く。） 
八 合併、分割又は事業の全部若しくは一部の譲渡若しくは譲受け（以下この項及び次条第五項において「合併等」

という。）により特定有価証券等を承継させ、又は承継する場合であって、当該特定有価証券等の帳簿価額の

当該合併等により承継される資産の帳簿価額の合計額に占める割合が特に低い割合として内閣府令で定める

割合未満であるとき。 
九 合併等の契約（新設分割にあつては、新設分割計画）の内容の決定についての取締役会の決議が上場会社等に

係る第一項に規定する業務等に関する重要事実を知る前にされた場合において、当該決議に基づいて当該合併
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等により当該上場会社等の特定有価証券等を承継させ、又は承継するとき。 
十 新設分割（他の会社と共同してするものを除く。）により新設分割設立会社（会社法第七百六十三条第一項に

規定する新設分割設立会社をいう。次条第五項第十二号において同じ。）に特定有価証券等を承継させる場合 
十一 合併等又は株式交換に際して当該合併等又は株式交換の当事者である上場会社等が有する当該上場会社等

の特定有価証券等を交付し、又は当該特定有価証券等の交付を受ける場合 
十二 上場会社等に係る第一項に規定する業務等に関する重要事実を知る前に締結された当該上場会社等の特定

有価証券等に係る売買等に関する契約の履行又は上場会社等に係る同項に規定する業務等に関する重要事実

を知る前に決定された当該上場会社等の特定有価証券等に係る売買等の計画の実行として売買等をする場合

その他これに準ずる特別の事情に基づく売買等であることが明らかな売買等をする場合（内閣府令で定める場

合に限る。） 

（有利買付け等の表示の禁止） 
第百七十条 何人も、新たに発行される有価証券の取得の申込みの勧誘又は既に発行された有価証券の売付けの申

込み若しくはその買付けの申込みの勧誘のうち、不特定かつ多数の者に対するもの（次条において「有価証券

の不特定多数者向け勧誘等」という。）を行うに際し、不特定かつ多数の者に対して、これらの者の取得する

当該有価証券を、自己又は他人が、あらかじめ特定した価格（あらかじめ特定した額につき一定の基準により

算出される価格を含む。以下この条において同じ。）若しくはこれを超える価格により買い付ける旨又はあら

かじめ特定した価格若しくはこれを超える価格により売り付けることをあっせんする旨の表示をし、又はこれ

らの表示と誤認されるおそれがある表示をしてはならない。ただし、当該有価証券が、第二条第一項第一号か

ら第六号までに掲げる有価証券その他内閣府令で定める有価証券である場合は、この限りでない。 

（一定の配当等の表示の禁止） 
第百七十一条 有価証券の不特定多数者向け勧誘等（第二条第一項第一号から第六号までに掲げる有価証券その他

内閣府令で定める有価証券に係るものを除く。以下この条において同じ。）をする者又はこれらの者の役員、

相談役、顧問その他これらに準ずる地位にある者若しくは代理人、使用人その他の従業者は、当該有価証券の

不特定多数者向け勧誘等に際し、不特定かつ多数の者に対して、当該有価証券に関し一定の期間につき、利益

の配当、収益の分配その他いかなる名称をもってするを問わず、一定の額（一定の基準によりあらかじめ算出

することができる額を含む。以下この条において同じ。）又はこれを超える額の金銭（処分することにより一

定の額又はこれを超える額の金銭を得ることができるものを含む。）の供与が行われる旨の表示（当該表示と

誤認されるおそれがある表示を含む。）をしてはならない。ただし、当該表示の内容が予想に基づくものであ

る旨が明示されている場合は、この限りでない。 

（財務諸表の用語、様式及び作成方法） 
第百九十三条 この法律の規定により提出される貸借対照表、損益計算書その他の財務計算に関する書類は、内閣

総理大臣が一般に公正妥当であると認められるところに従って内閣府令で定める用語、様式及び作成方法によ

り、これを作成しなければならない。 

（公認会計士又は監査法人による監査証明） 
第百九十三条の二 金融商品取引所に上場されている有価証券の発行会社その他の者で政令で定めるもの（次条

において「特定発行者」という。）が、この法律の規定により提出する貸借対照表、損益計算書その他の財務

計算に関する書類で内閣府令で定めるもの（第四項及び次条において「財務計算に関する書類」という。）に

は、その者と特別の利害関係のない公認会計士又は監査法人の監査証明を受けなければならない。ただし、次

に掲げる場合は、この限りでない。 
一 第二条第一項第十七号に掲げる有価証券で同項第九号に掲げる有価証券の性質を有するものその他の政令で

定める有価証券の発行者が、外国監査法人等（公認会計士法第一条の三第七項に規定する外国監査法人等をい

う。次項第一号及び第三項において同じ。）から内閣府令で定めるところにより監査証明に相当すると認めら

れる証明を受けた場合 
二 前号の発行者が、公認会計士法第三十四条の三十五第一項ただし書に規定する内閣府令で定める者から内閣府

令で定めるところにより監査証明に相当すると認められる証明を受けた場合 
三 監査証明を受けなくても公益又は投資者保護に欠けることがないものとして内閣府令で定めるところにより

内閣総理大臣の承認を受けた場合 
２ 金融商品取引所に上場されている有価証券の発行会社その他の者で政令で定めるもの（第四号において「上場
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会社等」という。）が、第二十四条の四の四の規定に基づき提出する内部統制報告書には、その者と特別の利

害関係のない公認会計士又は監査法人の監査証明を受けなければならない。ただし、次に掲げる場合は、この

限りでない。 
一 前項第一号の発行者が、外国監査法人等から内閣府令で定めるところにより監査証明に相当すると認められる

証明を受けた場合 
二 前号の発行者が、公認会計士法第三十四条の三十五第一項ただし書に規定する内閣府令で定める者から内閣府

令で定めるところにより監査証明に相当すると認められる証明を受けた場合 
三 監査証明を受けなくても公益又は投資者保護に欠けることがないものとして内閣府令で定めるところにより

内閣総理大臣の承認を受けた場合 
四 上場会社等（資本の額その他の経営の規模が内閣府令で定める基準に達しない上場会社等に限る。）が、第二

十四条第一項第一号に掲げる有価証券の発行者に初めて該当することとなった日その他の政令で定める日以

後三年を経過する日までの間に内部統制報告書を提出する場合 
３ 第一項第一号及び前項第一号の規定は、これらの規定に規定する外国監査法人等について、公認会計士法第三

十四条の三十八第二項の規定により同条第一項の指示に従わなかつた旨又は同法第三十四条の三十九第一項

の規定による届出があつた旨の同条第二項の規定による公表がされた場合（同法第三十四条の三十八第二項の

規定による公表がされた場合において、同条第三項の規定による公表がされたときを除く。）には、適用しな

い。 
４ 第一項及び第二項の特別の利害関係とは、公認会計士又は監査法人が財務計算に関する書類を提出する者及び

内部統制報告書を提出する者との間に有する公認会計士法第二十四条（同法第十六条の二第六項において準用

する場合を含む。）、第二十四条の二（同法第十六条の二第六項において準用する場合を含む。）、第二十四条の

三（同法第十六条の二第六項において準用する場合を含む。）、第三十四条の十一第一項又は第三十四条の十一

の二第一項若しくは第二項に規定する関係及び公認会計士又は監査法人がその者に対し株主若しくは出資者

として有する関係又はその者の事業若しくは財産経理に関して有する関係で、内閣総理大臣が公益又は投資者

保護のため必要かつ適当であると認めて内閣府令で定めるものをいう。 
５ 第一項及び第二項の監査証明は、内閣府令で定める基準及び手続によって、これを行わなければならない。 
６ 内閣総理大臣は、公益又は投資者保護のため必要かつ適当であると認めるときは、第一項及び第二項の監査証

明を行った公認会計士又は監査法人に対し、参考となるべき報告又は資料の提出を命ずることができる。 
７ 公認会計士又は監査法人が第一項に規定する財務計算に関する書類及び第二項に規定する内部統制報告書に

ついて監査証明をした場合において、当該監査証明が公認会計士法第三十条又は第三十四条の二十一第二項第

一号若しくは第二号に規定するものであるときその他不正なものであるときは、内閣総理大臣は、一年以内の

期間を定めて、当該期間内に提出される有価証券届出書、有価証券報告書（その訂正報告書を含む。）又は内

部統制報告書（その訂正報告書を含む。）で当該公認会計士又は監査法人の監査証明に係るものの全部又は一

部を受理しない旨の決定をすることができる。この場合においては、行政手続法第十三条第一項の規定による

意見陳述のための手続の区分にかかわらず、聴聞を行わなければならない。 
８ 内閣総理大臣は、前項の決定をした場合においては、その旨を当該公認会計士又は監査法人に通知し、かつ、

公表しなければならない。 

（法令違反等事実発見への対応） 
第百九十三条の三 公認会計士又は監査法人が、前条第一項の監査証明を行うに当たって、特定発行者における

法令に違反する事実その他の財務計算に関する書類の適正性の確保に影響を及ぼすおそれがある事実（次項第

一号において「法令違反等事実」という。）を発見したときは、当該事実の内容及び当該事実に係る法令違反

の是正その他の適切な措置をとるべき旨を、遅滞なく、内閣府令で定めるところにより、当該特定発行者に書

面で通知しなければならない。 
２ 前項の規定による通知を行った公認会計士又は監査法人は、当該通知を行った日から政令で定める期間が経過

した日後なお次に掲げる事項のすべてがあると認める場合において、第一号に規定する重大な影響を防止する

ために必要があると認めるときは、内閣府令で定めるところにより、当該事項に関する意見を内閣総理大臣に

申し出なければならない。この場合において、当該公認会計士又は監査法人は、あらかじめ、内閣総理大臣に

申出をする旨を当該特定発行者に書面で通知しなければならない。 
一 法令違反等事実が、特定発行者の財務計算に関する書類の適正性の確保に重大な影響を及ぼすおそれがあるこ

と。 
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二 前項の規定による通知を受けた特定発行者が、同項に規定する適切な措置をとらないこと。 
３ 前項の規定による申出を行った公認会計士又は監査法人は、当該特定発行者に対して当該申出を行った旨及び

その内容を書面で通知しなければならない。 


